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７ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : MORISHIMA Kiyoji, Di‑

rector General of Kanazawa Branch, Cen‑

tral Nippon Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Tunnel

Lining Renewal and Repair of the Sosogi

and Three Tunnels in the Hokuriku Ex‑

pressway

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. February 29, 2024

 Time‑limit for the submission of tenders :

4 : 00 P.M. February 29, 2024

 Opening of tenders : 11 : 00 A.M. April 25,

2024

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese

 Contact point for the notice : Contract Di‑

vision, General Affairs and Corporate St‑

rategy Department, Kanazawa Branch,

Central Nippon Expressway Company Lim‑

ited. 170, Higashi, Kaminomachi, Kana‑

zawa‑shi, Ishikawa‑ken, 9200365, Japan,
TEL 0762404935

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
本業務は、電子契約システム対象案件です。
発注者の承諾を得て紙方式に代える場合、書面
手続きにおける押印等の取扱いについて留意する
こと。
なお、本業務は入札手続きの合理化を図るため、
入札契約手続きの一部の窓口について分任支出負
担行為担当官とは異なる事務所にて集約化を行う
「事務集中化の対象業務」です。
令和６年１月９日
分任支出負担行為担当官 近畿地方整備局

京都国道事務所長 尾崎 悠太

２ 参加資格
技術提案書の提出者は、下記に掲げる資格
を満たしている単体企業、同一の組合又は下記
に掲げる資格を満たしている同一の設計共同
体であること。
 単体企業（組合を含む）
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び71条の規定に該当しな
い者であること。

⒝ 近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における令和５・６年度土木関係建設コン
サルタント業務に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていること。（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、近畿地
方整備局長が別に定める手続に基づき一般
競争（指名競争）参加資格の再認定を受け
ていること。）
⒞ 近畿地方整備局長から、建設コンサルタ
ント業務等に関し指名停止を受けている期
間中でないこと。
⒟ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省発注工事等から排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこ
と。
⒠ 参加希望者は代表者又は代理権限のある
名義人のＩＣカードにより、電子入札シス
テムからダウンロードした当該業務の説明
書及び設計図書等（以下「説明書等」いう。）
に基づき資料を作成すること。ただし、電
子記録媒体（ＣＤＲ等）を下記５に持
参又は返信用封筒を添えて電子記録媒体を
郵送することにより電子データの交付を受
け、資料を作成した者も可とする。
なお、「返信用封筒」は簡易書留料金を加
えた所定の料金の切手を貼付すること。（以
下、同じ）
また、「郵送」は、郵送（書留郵便に限る）
または託送（書留郵便と同等のものとす
る。）によるものとする。（以下、同じ）
⒡ 技術提案書を提出しようとする者の間に
資本関係又は人的関係がないこと。

 設計共同体 上記⒜から⒡まで（ただし、
上記⒠については設計共同体の構成員のう
ち一者が満たしていればよい。）に掲げる条件
を満たしている者より構成される設計共同体
であって、「競争参加者の資格に関する公示
（令和６年１月９日付け近畿地方整備局長）
に示すところにより近畿地方整備局長から本

業務に係る設計共同体としての競争参加者の
資格（以下「設計共同体としての資格」とい
う。）の認定を受けているものであること。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
 参加表明者の経験及び能力
 配置予定技術者の経験及び能力、手持ち業
務の状況
 当該業務の実施体制（再委託又は技術協力
の予定を含む。）

４ 技術提案書を特定するための評価基準
 配置予定技術者の経験及び能力 配置予定
技術者の資格、同種又は類似業務の実績、地
域精通度、担当した業務の業務成績
 業務の実施方針、実施フロー、工程表、そ
の他 業務理解度、実施方針の妥当性、実施
手順及び工程表の妥当性
 評価テーマに関する技術提案
５ 手続等
 担当部局 〒6008234 京都府京都市下京
区西洞院通塩小路下る南不動堂町808 京都
国道事務所内近畿地方整備局総務事務セン
ター京都分室 電話：0753548130
Mail：kkr-kyoto-soumujimu@mlit.go.jp

 説明書等の交付期間、場所及び方法 説明
書等を電子入札システムにより交付する。（電
子入札システムの調達案件一覧中、本案件の
「掲載文書一覧」欄から、ダウンロードする
こと。）
交付期間は、手続開始の公示日から令和６
年１月19日までのうち、行政機関の休日に関
する法律（昭和63年法律第91号）第１条第１
項に規定する行政機関の休日（以下「休日」
という。）を除く毎日、９時00分から18時00分
まで。（ただし、最終日は12時00分まで。）
ただし、上記交付方法による入手ができな
い参加希望者に対しては、電子記録媒体（Ｃ
ＤＲ等）を下記⒝に持参又は返信用封筒を
添えて電子記録媒体を郵送することにより、
電子データにて交付するので、下記⒝にあら
かじめ申し込みを行った上で、以下の場所、
期間にて交付する。
⒜ 交付期間 手続開始の公示日から令和６
年１月19日までの休日を除く毎日、９時00
分から16時00分まで。（ただし、最終日は12
時00分まで。）

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 26
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 京都都市圏観光交通マネジメント
業務
 業務内容 本業務は、「観光イノベーション
地域」に選定された京都市において発生して
いる観光地の混雑や交通渋滞等の観光課題の
解消に向けて「京都エリア観光渋滞対策実験
協議会」の運営補助を行うとともに、各種調
査によって現状を把握した上で効果的な対策
およびマネジメント手法を検討し、混雑緩和
を図ることを目的とする業務である。
主な業務内容は以下のとおりである。
・観光客他の混雑緩和に向けた需要の分散
化・観光客の誘導策の検討
・自動車の流入抑制や駐車需要の管理に資す
る施策の検討
・観光客の分散や自動車の流入抑制に資する
情報提供サービスの提供
・モニタリングデータの収集・管理
・協議会運営補助及び資料作成
・報告書作成
 履行期間 契約締結日の翌日から令和６年
12月27日
 本業務は資料の提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象業務である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得た場合に限り紙入札方式に代えるこ
とができる。
 本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
業務である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。
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